
１．まかせて安心！　子育て支援・年金・医療・介護！
　　　　　―公明党の「一生まるごと安心パックプラン」

３．保証します！　あなたの安全、暮らしの安心！
　　　　　　　　―公明党の「６つの安全・安心プラン」

４．再生します！　街に活気を、街に緑を！
　　　　　　　　　―公明党の「いきいき街づくりプラン」

５．進めます！　現場主義の学校改革と人材育成！
　　　　　　　―公明党の「教育―地方分権改革プラン」

６．創（つく）ります！　
　　　　　　　　世界に誇れる平和・人道の日本！　
　　　　　　―公明党の「国際平和・貢献プラン」

２．なくします！　税金のムダづかい！　
　　　―徹底した「事業仕分け作戦」で、効率的政府に

Ⅲ．当面する重要政治課題

１、経済財政運営について

２、地方分権について

３、憲法改正問題について

４、教育基本法の見直しについて

５、イラク問題・国際貢献について

６、北朝鮮問題について

７、アスベスト対策について

①「子育て２０（ニーマル）安心プラン」

　　～20歳まで安心子育て支援策20項目を平成20年までに実現～

　・児童手当の抜本拡充

　　　　　　　　　　（支給対象：小学6年まで拡大　所得制限緩和：1000万円）

　　次の段階として、支給対象の中学3年生まで拡大、手当額も倍増へ

　・中小企業への育児休業支援

　　（100人未満の中小企業へ育児休業取得者一人あたり100万円の助成）

　・生活を犠牲にしない生き方、若年者雇用支援、住宅支援　など

②年金―「100年を見通す改革」を踏まえ、更に信頼できる年金制度へ

③医療―「治療中心から予防重視」へ転換

　　　　　　　　　　　　　　（がん対策の強化、新たな高齢者医療制度の創設）

④介護―「介護予防」で元気な長寿を実現

⑤障害者福祉、児童虐待防止　など

①地震減災・建物倒壊ゼロ作戦　　　　　　　

　　　　　　　　　　　（10年間で住宅700万戸、学校・病院など5万棟を耐震化）

②「空き交番ゼロ作戦」、パトロールの強化・テロ対策　　　　　　　　　　　 　

③「開かずの踏み切りゼロ作戦」　　　　　　　　　　　 （10年以内に100%解消）　　　　

④「食の安全・安心確保プラン」　　　　　 　（食育の推進、虚偽表示対策等）

⑤バリアフリー・ユニバーサル社会の形成推進

⑥消費者保護

①「眠れる水源と緑」復活で都市をクールダウン、地下水、下水再生水、雨水

　　　　　　などによるヒートアイランド対策モデル事業を全国100ヶ所で実施！

②都市農業の振興で潤いある都市空間の形成、食農教育の推進など

③安心・快適歩いて暮らせる街の実現　　　　　（まちづくり三法の抜本改正）

④中小企業の総力を発揮！

　　　　　　　　　　　　　（中小企業の新連携を新たに1000グループめざす）など

⑤脱温暖化・ゴミゼロ社会を推進、環境ビジネスで経済活性化　など

　①教育行政の地方へ権限委譲、学校・教員の教育力再生

　 　（学校独自で教育目標、カリキュラムを設定）

　②体験学習の全国展開（すべての小・中学生に１週間以上自然体験・職場

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　体験や文化・芸術活動を実施）

　③学生全員に奨学金を貸与　　　　　　　　　 （各大学の採用枠の完全撤廃）

　④特別支援教育の体制強化

　⑤職業教育の見直し・強化

　⑥小学校での英語教育必修化

　⑦学校の安全（スクールガード）　など

①平和・人道外交の進展で、アジア近隣諸国から信頼される日本へ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（韓国・中国との教育・文化交流）

②ＯＤＡ予算を飢餓・貧困・麻薬・地雷除去など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人間の安全保障へシフト

③国際平和に貢献できる専門家「１万人育成プラン」の実現

　　　　　　　　　　　　　　　（PKO訓練センター、広報センターの設立）

④国際テロや大災害に立ち向かう態勢を確立　

⑤人道・人権の日本

　　　　　（法科大学院への財政支援拡充、「司法ネット構想」の実現）

▼経済の活性化へ、構造改革を加速・強化

▼三位一体改革の着実な推進

▼現憲法に新たな条文を付け加える「加憲」の立場で具体的追加
　項目を検討

▼基本法の基本理念は堅持し、補完・補強へ

▼イラク人道・復興支援の継続、行動する平和主義の時代へ

▼拉致・核開発問題の解決に全力

▼中皮腫などアスベスト疾患患者・遺族の救済へ　新法の早期実
現をめざす

①総理を本部長とする「行政効率化対策本部」（仮称）の設置

　　　　　　　　　　　　　　事業の仕分けで浮いた財源を新事業と財政再建に

②特殊法人等の役員の公共工事受注企業への天下りを原則禁止

③一般競争入札、電子入札等を拡大し、入札改革を断行

④談合企業への罰則の強化

　　　　　　　　　　　　（指名停止期間を現行の最長1年から２年へ引き上げ）

⑤ユーザーの立場で、自動車関係諸税の見直し

日本を前へ。改革を前へ。
「改革か、それとも停滞か」
「生活者の視点からの改革へ」

Ⅰ．郵政民営化を推進

▼　総選挙で信を得、法案成立に改めて全力。経済活
性化、より良い郵便局サービスの提供へ。

はじめに

Ⅱ．日本を変える　公明党　６つの改革！
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